〇　招　集　告　示
坂戸・鶴ヶ島消防組合告示第１号
　平成２３年２月１６日第１回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会を坂戸・鶴ヶ島消防組合消防本部に招集する。
　　　平成２３年２月４日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　坂戸・鶴ヶ島消防組合管理者　　伊　利　　　仁　　
〇　会　　期
　　平成２３年２月１６日　１日間
　　　　　　　　　　　　　　　　〇応招・不応招議員
応招議員（８名）
　　　　　１番　　　新　　井　　文　　雄　　　　　　　　　２番　　　松　　村　　和　　子
　　　　　３番　　　髙　　橋　　剣　　二　　　　　　　　　４番　　　水　　村　　義　　篤
　　　　　５番　　　藤　　野　　　　　登　　　　　　　　　６番　　　長谷川　　　　　清
　　　　　７番　　　吉　　岡　　修　　二　　　　　　　　　８番　　　石　　川　　　　　清
不応招議員（なし）
平成２３年第１回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会
〇議事日程（第１号）　平成２３年２月１６日
　日程第１　会議録署名議員の指名について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　日程第２　会期の決定について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　日程第３　諸報告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　専決処分の報告について（報告第１号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　現金出納検査の結果について（監査報告第１号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　日程第４　議案第１号　専決処分の承認を求めることについて（坂戸・鶴ヶ島消防組合議会の議員の議員
　　　　　　　　　　　　報酬及び費用弁償等に関する条例及び坂戸・鶴ヶ島消防組合管理者及び副管理者
　　　　　　　　　　　　の報酬等に関する条例の一部を改正する条例関係）　　　　　　　　　　　　　
　日程第５　議案第２号　専決処分の承認を求めることについて（坂戸・鶴ヶ島消防組合職員の給与に関す
　　　　　　　　　　　　る条例等の一部を改正する条例関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　日程第６　議案第３号　坂戸・鶴ヶ島消防組合特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する
　　　　　　　　　　　　条例の一部を改正する条例制定の件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　日程第７　議案第４号　平成２２年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計補正予算（第１号）を定める件　　
　日程第８　議案第５号　平成２３年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計予算を定める件　　　　　　　　　
　日程第９　閉会中の事務調査について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　日程第10　一般質問　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
午前１０時００分開会
　出席議員（８名）
　　　　　１番　　　新　　井　　文　　雄　　　　　　　　　２番　　　松　　村　　和　　子
　　　　　３番　　　髙　　橋　　剣　　二　　　　　　　　　４番　　　水　　村　　義　　篤
　　　　　５番　　　藤　　野　　　　　登　　　　　　　　　６番　　　長谷川　　　　　清
　　　　　７番　　　吉　　岡　　修　　二　　　　　　　　　８番　　　石　　川　　　　　清
　欠席議員（なし）
　説明のための出席者
　　　管理者　　　伊　　利　　　　　仁　　　　　　　副管理者　　　藤　　縄　　善　　朗
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　　計　　　　　　　　　　　　　
　　　監査委員　　　小　　室　　利　　夫　　　　　　　　　　　　　　山　　﨑　　静　　男
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　管理者　　　　　　　　　　　　　
　　　消防長　　　石　　井　　利　　幸　　　　　　　次　　長　　　田　　畑　　美紀雄
    　次　　長　　　斉　　藤　　幸　　憲　　　　　　　庶務課長　　　小　　川　　泰　　人
　　　予防課長　　　加　　藤　　公　　司　　　　　　　警防課長　　　長　　澤　　之　　幸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　坂　　戸
　　　指令課長　　　長谷川　　正　　夫　　　　　　　　　　　　　　小　　島　　則　　夫
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消防署長
　　　鶴ヶ島
　　　　　　　　　　大　　貝　　　　　豊
　　　消防署長
　事務局職員出席者
　　　書　　記　　　髙　　橋　　長　　美　　　　　　　書　　記　　　小　　川　　浩　　明
　　　書　　記　　　山　　崎　　利　　博　　　　　　　書　　記　　　手　　塚　　篤　　史
　　　書　　記　　　林　　　　　辰　　哉
　　　◎開会及び開議の宣告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（午前１０時００分）
〇水村義篤議長　議員の皆さん、おはようございます。
　　現在の出席議員８人全員でございます。
　　よって、定足数に達しておりますので、ただいまから平成23年２月第１回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会を開会し、直ちに本日の会議を開きます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議長のあいさつ
　　　　（水村義篤議長起立）
〇水村義篤議長　議事に先立ちまして一言ごあいさつを申し上げます。
　　本日、平成23年２月第１回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会を開会いたしましたところ、議員各位におかれましては、公私ともにお忙しい中をご出席いただき、ここに開会の運びとなりましたことに対し、厚く御礼を申し上げます。また、説明者におかれましても、ご多用の中、管理者、副管理者をはじめ関係者のご出席をいただき、御礼を申し上げる次第でございます。
　　本日は、「平成23年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計予算を定める件」をはじめ５議案が提出されております。本組合充実のため、何とぞ慎重ご審議の上、適切なるご議決を賜りますとともに、議事の運営につきましても格別のご協力を賜りますようお願いを申し上げまして、開会のごあいさつといたします。
　　　　（水村義篤議長着席）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議事日程の報告
〇水村義篤議長　議事日程につきましては、お手元に配付のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎会議録署名議員の指名について
〇水村義篤議長　直ちに本日の議事に入ります。
　　日程第１・「会議録署名議員の指名について」を行います。
　　会議録署名議員は、会議規則第88条の規定により、議長において
　　２　番　　松　　村　　和　　子　議員
　　３　番　　髙　　橋　　剣　　二　議員
　の両議員を指名いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎会期の決定について
〇水村義篤議長　日程第２・「会期の決定について」を議題といたします。
　　お諮りいたします。今期定例会の会期は、本日１日といたしたいと思います。これにご異議ありませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇水村義篤議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、平成23年２月第１回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会の会期は、本日１日と決定いたしました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎諸報告
　　　　　専決処分の報告について（報告第１号）
　　　　　現金出納検査の結果について（監査報告第１号）
〇水村義篤議長　日程第３・「諸報告」をいたします。
　　はじめに、地方自治法第180条第２項の規定により、管理者から専決処分の報告がありましたので、お手元に配付しておきましたから、ご了承願います。
　　次に、監査委員より、平成22年10月分から12月分の現金出納検査の結果報告がありましたので、お手元に配付しておきましたので、ご了承願います。
　　次に、今期定例会に議事説明者として出席通知のありました者の職・氏名並びに事務局職員の職・氏名を一覧表として配付しておきましたので、ご了承願います。
　　以上で諸報告を終わります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第１号～議案第５号の一括上程について
〇水村義篤議長　お諮りいたします。
　　日程第４・議案第１号・「専決処分の承認を求めることについて（坂戸・鶴ヶ島消防組合議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例及び坂戸・鶴ヶ島消防組合管理者及び副管理者の報酬等に関する条例の一部を改正する条例関係）」から日程第８・議案第５号・「平成23年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計予算を定める件」までを一括議題とすることにご異議ございませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇水村義篤議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、そのように決定いたしました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第１号～議案第５号の一括上程、説明
〇水村義篤議長　日程第４・議案第１号・「専決処分の承認を求めることについて（坂戸・鶴ヶ島消防組合議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例及び坂戸・鶴ヶ島消防組合管理者及び副管理者の報酬等に関する条例の一部を改正する条例関係）」から日程第８・議案第５号・「平成23年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計予算を定める件」までを一括議題といたします。
　　議案につきましては、お手元に配付しておきましたので、ご了承願います。
　　提案理由の説明を求めます。
　　伊利管理者。
　　　　（伊利　仁管理者登壇）
〇伊利　仁管理者　議員の皆さん、おはようございます。
　　本日ここに、平成23年２月第１回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会を招集申し上げましたところ、議員各位におかれましては、それぞれ３月市議会の時期を迎え極めてご多用の中にもかかわりませず全員の方のご出席をいただき、重要案件のご審議をいただきますことは、当組合発展のためまことに喜びにたえないところであり、衷心より厚く御礼を申し上げる次第であります。
　　平成22年度も、第４・四半期を終えようといたしておりますが、当初計画をいたしておりました各種の事務事業もおおむね順調に進捗をいたしております。残る主な事業は、３月１日から７日まで行われます「春の全国火災予防運動」並びに実火災を想定して、３月６日に坂戸市立入西小学校で行われます「坂戸市消防団消防演習」のみとなりました。これもひとえに議員各位をはじめ、市民皆様方のご支援とご協力のたまものでありまして、深く感謝を申し上げる次第であります。
　　それでは、ただいま議題となっております議案第１号から議案第５号までの５件につきまして、一括して提案理由のご説明を申し上げます。
　　まず、議案第１号・「専決処分の承認を求めることについて（坂戸・鶴ヶ島消防組合議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例及び坂戸・鶴ヶ島消防組合管理者及び副管理者の報酬等に関する条例の一部を改正する条例関係）」でありますが、現下の厳しい社会経済情勢等諸般の事情を勘案し、職員の給与改定に準じて、議会の議員及び管理者等の期末手当について、緊急に所要の改正をする必要が生じたため、平成22年11月26日に専決処分をいたしましたので、地方自治法第179条第３項の規定により、この案を提出するものであります。
　　次に、議案第２号・「専決処分の承認を求めることについて（坂戸・鶴ヶ島消防組合職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例関係）」でありますが、人事院勧告制度を尊重するという基本姿勢に立ち、現下の厳しい社会経済情勢等諸般の事情を勘案し、国及び埼玉県の給与改定に準じ、職員の期末手当等について、緊急に所要の改正をする必要が生じたため、平成22年11月26日に専決処分いたしましたので、地方自治法第179条第３項の規定により、この案を提出するものであります。
　　次に、議案第３号・「坂戸・鶴ヶ島消防組合特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例制定の件」でありますが、現下の厳しい社会経済情勢等諸般の事情を勘案し、特別職の職員で非常勤のものの報酬の額の適正化を図るため、所要の改正をいたしたく、本案を提出した次第であります。
　　次に、議案第４号・「平成22年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計補正予算（第１号）を定める件」でありますが、年度末となり、事業費及び補助金等が確定いたしましたので、組合債の限度額を変更する等、所要の措置を行うことに伴い、歳入歳出それぞれ7,282万8,000円を減額し、歳入歳出予算の総額を24億122万8,000円にしようとするものであります。
　　主な内容について申し上げますと、歳出につきましては、各歳出科目の事業費等の確定に伴い、不用額が見込まれるものにつきまして、減額措置を行うことといたしました。
　　なお、歳出に見合う財源といたしましては、坂戸・鶴ヶ島両市からの負担金の減額、国庫支出金及び組合債の確定による財源更正で収支の均衡を図った次第であります。
　　次に、議案第５号・「平成23年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計予算を定める件」でありますが、平成23年度一般会計予算につきましては、本組合の構成市であります坂戸市及び鶴ヶ島市を取り巻く極めて厳しい財政状況を十分認識し、財政の健全性を堅持しつつ、市民生活の安心・安全を確保するため、災害に強いまちづくりの実現を目指して、総合的で広範囲にわたる消防防災体制の整備確立を図るため、事務事業を計画的に執行することを基本とし、予算の総額につきましては、歳入歳出それぞれ23億714万6,000円といたしました。これは前年度当初予算と比較いたしますと、１億6,691万円の減となっております。
　　はじめに、歳出予算計上額の主な内容につきまして申し上げますと、まず議会費及び監査委員費につきましては、報酬のほか一般経常的経費を計上するとともに、一般管理費につきましては組合の財産管理上必要とする経費及び事務執行に要する経費が主な内容であります。
　　次に、常備消防費につきましては、職員の給与費と職員研修事業、その他事務・事業の執行上必要な経常的経費でありますが、23年度も22年度に引き続き、市民参加による防災意識の普及・高揚を図るため、防火・防災講習会の開催、ひとり暮らし・寝たきり高齢者宅の防火指導をはじめ、火災による死傷者の大半を占める住宅火災を未然に防止するため、住宅用火災警報器の設置促進事業及び住宅防火モデル地区指定事業を推進するとともに、事業所を対象とした防火対象物・危険物施設等の防火査察を実施し、火災予防の推進を図ってまいります。
　　また、救命率の向上を図る目的から、救急救命研修所へ２名の職員を派遣し、資格取得の促進を図るとともに、気管挿管・薬剤投与など救命士の処置範囲の拡大に伴う研修等に派遣し、高度救急体制の充実強化に努めてまいります。さらに、市民・学校・事業所等を対象としたＡＥＤの取り扱い方法を含む救命講習等、応急手当ての普及啓発事業を積極的に推進してまいります。
　　次に、非常備消防費の坂戸市消防団費及び鶴ヶ島市消防団費でありますが、主なものは団員の報酬のほか、団の運営に要する経費であります。
　　次に、常備消防施設費におきましては、地域住民の安全を確保すべく、現有資機材の有効活用を図りながら、消防需要の増大に的確に対処するため、来年度は坂戸消防署東分署の高規格救急自動車及び鶴ヶ島消防署の消防ポンプ自動車を更新配備し、さらなる消防力の強化を図ります。
　　次に、坂戸市消防施設費におきましては、勝呂分団第１部の消防ポンプ自動車の更新、同車庫・詰所の改修工事をはじめ、40立方メートル級防火水槽２基分の新設工事費等のほか、坂戸、鶴ヶ島水道企業団への消火栓設置費並びに維持管理費負担金等であります。
　　次に、鶴ヶ島市消防施設費におきましては、40立方メートル級防火水槽２基分の新設工事費、坂戸、鶴ヶ島水道企業団への消火栓設置費並びに維持管理費負担金等であります。
　　これらに見合う歳入といたしましては、坂戸市及び鶴ヶ島市の負担金が主でありますが、その他組合債、繰越金等を計上し、収支の均衡を図った次第であります。
　　以上、平成23年度予算の主な内容を申し上げましたが、必要最小限の経費をもって効率的な財政運営を図ることを基本とし、消防施設の計画的充実と、消防職・団員の資質の向上に努め、消防防災体制を整備・確立してまいりたいと存じます。
　　以上、議案第１号から議案第５号につきまして提案理由を申し上げましたが、いずれも組合行政推進の上で必要欠くべからざる重要案件であります。何とぞ慎重ご審議をいただきまして、速やかなるご議決を賜りますようお願い申し上げ、提案理由の説明といたします。
　　　　（伊利　仁管理者降壇）
〇水村義篤議長　以上をもって提案理由の説明は終わりました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第１号の質疑、討論、採決
〇水村義篤議長　これより各案件につき単独質疑、討論、採決に入ります。
　　最初に、日程第４・議案第１号・「専決処分の承認を求めることについて（坂戸・鶴ヶ島消防組合議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例及び坂戸・鶴ヶ島消防組合管理者及び副管理者の報酬等に関する条例の一部を改正する条例関係）」に対する質疑に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇水村義篤議長　質疑を終結いたします。
　　これより討論に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇水村義篤議長　討論なしと認め、討論を終結いたします。
　　これより議案第１号を採決いたします。
　　本案は原案のとおり承認することにご異議ありませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇水村義篤議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、本案は原案のとおり承認されました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第２号の質疑、討論、採決
〇水村義篤議長　次に、日程第５・議案第２号・「専決処分の承認を求めることについて（坂戸・鶴ヶ島消防組合職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例関係）」に対する質疑に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇水村義篤議長　質疑を終結いたします。
　　これより討論に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇水村義篤議長　討論なしと認め、討論を終結いたします。
　　これより議案第２号を採決いたします。
　　本案は原案のとおり承認することにご異議ありませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇水村義篤議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、本案は原案のとおり承認されました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第３号の質疑、討論、採決
〇水村義篤議長　次に、日程第６・議案第３号・「坂戸・鶴ヶ島消防組合特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例制定の件」に対する質疑に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇水村義篤議長　質疑を終結いたします。
　　これより討論に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇水村義篤議長　討論なしと認め、討論を終結いたします。
　　これより議案第３号を採決いたします。
　　本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇水村義篤議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、本案は原案のとおり可決されました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第４号の質疑、討論、採決
〇水村義篤議長　次に、日程第７・議案第４号・「平成22年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計補正予算（第１号）を定める件」に対する質疑に入ります。
　　２番・松村和子議員。
〇２番（松村和子議員）　２番、松村和子です。議案第４号　平成22年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計補正予算（第１号）につきまして質疑をいたします。
　　まず最初に、全般的な問題に関係すると思われますが、両市の負担金を6,669万7,000円の減額にした、先ほどの説明以外に、職員並びに我々と管理者の期末手当と勤勉手当の削減ということで、全体としてどのぐらいの削減状況になったのかというのが一つです。
　　それからもう一つは、毎回申し上げておりますけれども、７ページの国庫支出金、国庫補助金の中で、国からの補助金を補正前の額ゼロとして、補正額が2,073万5,000円ということで計上されるということにつきまして答弁をお願いしたいと思います。
　　もう一つは、９ページのほうになりますけれども、全体ではないのですけれども、９ページの確認として、職員の共済費というのが大変な増額になっております。この要因について伺っておきたいと思います。
　　以上です。
〇水村義篤議長　小川庶務課長、答弁。
〇小川泰人庶務課長　お答え申し上げます。
　　まず、今回の職員等の給与改定のご質問でございます。まず、職員関係でございますが、給与に関しての職務給の引き下げ、40歳以上の月例給を引き下げたものでございます。こちらにつきましては、実質的影響額は16万7,000円で、１人当たり年額平均約1,590円の減となりました。また、期末手当につきましては、全体で1,479万7,000円、１人当たり年額平均約７万7,000円の減額となります。
　　また、次に特別職関係でございますが、職員同様、人事院勧告を尊重いたしまして、期末手当0.2月引き下げまして、管理者が4,800円、副管理者が3,700円の減となり、特別職合計で8,500円となっております。また、議員さんにつきましては、議長さんが3,900円、副議長さんが3,700円、議員さんが3,500円となりまして、合計で２万8,000円の減となっております。
　　続きまして、国庫補助の関係でございますが、これらにつきましては、当初から見込みますと防火水槽等の事業ができない関係で、今年度もこのような状況で措置をさせていただいているものでございます。
　　次に、共済費が増えているという内容でございます。当消防組合も、他の地方公共団体同様に、埼玉県市町村職員共済組合に加入しております。この共済組合に納める経費といたしまして、負担金としまして公共団体分と、掛金としまして個人負担分がございます。これらの負担金及び掛金につきましては、毎月の給料月額及び期末勤勉手当にある一定の徴収率を乗じて納めております。これらが徴収率が異なりますことから、給与月額及び期末勤勉手当に対する負担金、掛金がそれぞれの合計に対する割合を申し上げますと、平成23年１月の給料月額に対する負担金の割合は20.1％、掛金の割合は15.4％となっており、合計35.5％となっております。平成22年度は28％から増額したため、このような結果になったものでございます。
　　以上でございます。
〇水村義篤議長　２番・松村和子議員。
〇２番（松村和子議員）　２番、松村和子。再質疑を行います。
　　一番最初の給与の勤勉手当、期末手当の削減で1,500万を超える、1,600万近い職員の方の削減で、１年にしても相当な削減になるということ、我々と管理者を含めて総体的な合計をお願いしたのですが、それが出なかったのですけれども、ここで計算すればいいのですけれども、2,000万まではいかないけれども1,600万ぐらいにはなるのではないかというふうには思いますが、今回特に職員の方の減額が大きいなというふうには感じております。こういった中で一つは、関連性があるのですけれども、共済の負担金が多いということは、先ほど答弁がありましたように、個人の負担も多いということで、この原因というのは行政改革が一番大きな私は原因ではないかというふうに思っています。なぜならば共済、多くの職員の削減を今しているわけですね、正規職員の削減がどんどん行われてきています。そうした中で、退職者を支える現職の職員の方のウエートというのが大きくなって共済の掛金を引き上げざるを得ないのではないかというふうに私は思うわけなのですが、原因として答弁はそういうふうには出ておりませんが、給与に占める割合、最後に答弁していただいたのは28％ということだと思うのですけれども、この共済掛金だけではないわけですね、引かれるのは。相当なウエートを占めるということになって、職員の給与の減額というのが大変な額になるのではないかというふうに感じるのですが、大体これは平均でどのぐらいの額になるのですか。共済というのは、平均の給与のどのぐらいになるのかというのもご答弁をいただきたいと思います。これはまとめてやらせていただきました。
　　あともう一つは、国庫支出金の国庫補助金について毎回毎回、総計主義で当初予算に組めるもの、見込めるもの、これはもう国とか県に打診すればわかるわけですよね、これは補助金がことしつく、つかない。それを毎回毎回ゼロに見積もっていくということは、やはり予算計上する上で、我々から見ても非常にこの点は問題だなというふうに思っています。水槽車とか、はしご車とか、つくものと、耐震性の防火水槽、これは毎回つくというふうにはきてはいますが、そういったものについて事前に調査してきちっと予算を組んでいくというのが望ましいと思うのですが、この点について答弁をいただきたいと思います。
〇水村義篤議長　小川庶務課長、答弁。
〇小川泰人庶務課長　お答え申し上げます。
　　先ほどの全体の合計がちょっと出しておりませんが、職員の給料関係のところで16万7,000円、それから期末勤勉手当が1,479万7,000円、特別職関係で合計8,500円、議員さん関係で２万8,000円という形でなっております。申しわけございません。
　　あと国庫補助金についてでございますが、これにつきましては過去にも申し上げてございますが、全国消防長会または県を通じまして要望しているところでございますので、ご理解をいただきたいと存じます。
　　また、共済費の関係につきましても、こちらは市町村共済組合事務担当者会議あるいは代議員会、あるいはまた共済組合の議会がございます。こちらについて要望してまいりたいと存じますので、ご理解をいただきたいと存じます。
　　以上でございます。
〇水村義篤議長　２番・松村議員。
〇２番（松村和子議員）　２番、松村和子。再々質疑を行います。
　　国庫支出金の問題について、理解をしろと言われるのですけれども、予算というのは、見込まれるものはきちっと見込んでいく、もうこれは何年も何年も同じことを私もやらせていただいているのですが、どこの議会に行ってもしつこくやるというのが私の今までの方針なので、この点については考え直してもらいたい。納得はちょっとできないのですね。やっぱり当初予算できちっと見て、その結果を精査していくのが本来なので、どうしても見込めないものであるならば、それは最初から見込みませんけれども、毎回見込んであるわけで、見込みと違ってきているわけですので、この点ははっきりさせておいたほうがいいのではないかというふうに思いますので、もう一回答弁をお願いしたいと思います。
　　また、さきに質問した職員の給与改定の減額が大幅なものになっている上に、共済費の個人支出というのも非常に増えていると。そうした組合を通じてやっていくというのはわかりますけれども、このままいったら、議員の年金も廃止されてしまいましたけれども、共済年金も本当に負担が重くなってきて、人員を減らした行政改革を全国的にやっていると、この組合はそうでもないのですけれども、共済の経営危機になっていく可能性も出てくるような、また個人の負担も限界を超えてくるというような心配も私はしているわけなのですけれども、こういった点がないようどのように努力をしていくのか、もう一度答弁をお願いしたいと思います。
〇水村義篤議長　小川庶務課長。
〇小川泰人庶務課長　お答え申し上げます。
　　まずはじめに、国庫支出金の関係でございます。こちらにつきましても、国庫補助金を予算に組み込む関係でございますが、補助金の当初予算に見込みについて、事業の確実な実施、完成を目指しつつ、国の補助制度を見きわめながら対応させていただきたいと存じます。23年度総務省消防庁の予算概要要求でも、緊急消防援助隊の車両やら防火水槽の補助金やら、現段階では減額のような状況という形になっております。
　　続きまして、共済組合の関係でございますが、こちらにつきましても、先ほども申し上げましたが、機会を通じ、こちらについても要望等してまいりたいと存じますので、ご理解をいただきたいと存じます。
〇水村義篤議長　ほかに。
　　　　（「なし」の声）
〇水村義篤議長　質疑を終結いたします。
　　これより討論に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇水村義篤議長　討論なしと認め、討論を終結いたします。
　　これより議案第４号を採決いたします。
　　本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇水村義篤議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、本案は原案のとおり可決されました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第５号の質疑、討論、採決
〇水村義篤議長　次に、日程第８・議案第５号・「平成23年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計予算を定める件」に対する質疑に入ります。
　　２番・松村和子議員。
〇２番（松村和子議員）　２番、松村和子。議案第５号　平成23年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計予算につきまして質疑を行います。
　　まず最初に、４ページの債務負担行為、ことしは平成23年から28年までの間、パソコンなどの借り上げ事業として4,359万組まれているわけですけれども、今まで使用していた借り上げのパソコンのメーカーと、今後はどういうふうにやっていくのか、これが予算が通った暁にはどうするのかということで伺っておきたいと思います。
　　次に、11ページなのですけれども、これも何回も質疑を申し上げておりますが、雑入のところの高速道路救急業務負担金につきまして、年度途中、昨年21年度決算途中で478万9,000円が516万9,000円ということで引き上げられて、今年度は516万9,000円に引き上がっていますけれども、これはどういった交渉の結果引き上げられたのかということでお尋ねしておきたいと思います。
　　最後に、予算のことしのはじめの主要事業の中で一番大きな変動があるのかなと思ったのが、消防救急のアナログ無線が平成28年５月末に使用期限を迎えるということで、デジタルに移行するということで、デジタル電波の調査を、電波伝搬調査をやるというふうに、ここで予算計上されております。今、我々もアナログから変わるためにいろいろやっていますけれども、今回この350万を使ってどういう調査をやっていくのかということが一つと、総務省からはどういう通達というか内容が来て、どういうふうに変わっていくのかなと、電波だから目に見えるものではありませんけれども、変わっていくのかなということでお尋ねしておきたいと思います。
　　以上です。
〇水村義篤議長　小川庶務課長、答弁。
〇小川泰人庶務課長　お答え申し上げます。
　　まず、債務負担行為の関係でございます。こちらにつきましては、パソコン等の借り上げ事業につきまして、平成13年度から行っており、２カ年計画でパソコンを導入しております。平成18年度、それから平成20年度の２カ年で導入したものでございます。現在のパソコンの台数は110台でございまして、これら日勤者に１台、消防署隔日勤務者については当直する職員に対して１台を供与しております。23年度はパソコン台数110台のうち65％が今回の契約で更新される予定でございます。各台数及びシステムは現段階で、平成18年度と同じ内容を考えております。
　　続きまして、救急業務負担金の関係でございますが、増額した理由につきましては、救急隊１隊を維持するために要する経費、これが22年度7,982万円が633万円の増額になったもので、予算的には全体の増加は38万円の増加という形になったものでございます。
　　以上でございます。
〇水村義篤議長　長谷川指令課長、答弁。
〇長谷川正夫指令課長　お答え申し上げます。
　　電波伝搬調査でございますが、平成28年の５月の31日までにアナログ方式からデジタル方式に切りかわるため、電波の伝わり方を確認するための実態調査でございますので、ご理解を願いたいと存じます。
　　以上でございます。
　　　　（「総務省からどういう内容で来ているのかというのが１回目で質疑してある」の声）
〇長谷川正夫指令課長　失礼しました。
　　総務省からの通達におきましては、電波伝搬調査の回答における、これらにさらにエリアのシミュレーション等の調査がございまして、そういったものを、いわゆる話し合いのために、総合通信局との調整結果によりますが、データを持っていって事実上の決定をしていただくという内容でございますので、データ的なものが必要になるということでございます。
　　以上でございます。
〇水村義篤議長　２番・松村議員。
〇２番（松村和子議員）　２番、松村です。再質疑を行います。
　　まず最初のパソコンの借り上げ事業なのですが、決算の報告書、あるいはほかのを全部見たのですが、どこの業者に発注してあったのかというのが、借りているのかというのは書いてないのですよね。それでお聞きしたところ、ＮＥＣだということで、今までのＮＥＣからパソコンを110台使用しているという中で、今後はその65％を更新するということで入札が行われると思うのですが、今後どういった形で、結構値段がかかりますよね、4,359万円ということなのですが、相見積もりで終わらせてしまうのか、同じ業者に頼んでしまうというのは問題なので、どういう形をとるのか、入札方法をお伺いしておきたいというふうに思います。
　　次に、高速道路の救急業務ですけれども、私も毎回質疑をいたしまして、結構出動も多いということで、救急隊の負担金を増額してもらうように毎回お願いしているわけですけれども、これはそういったものが増えたか増えないかなんて余り関係なくて、救急隊１隊に対しての維持費で見るというふうに決まっているのですか、それともそれに掛ける事故件数というか、いろんなものが加わってくるのかが一つと、あと圏央道については相変わらず、何か入っているような入っていないような感じで、私が見ましてもあれなのですが、これは救急業務の、高速道路ですから、圏央道も入っているのかなというふうに思ったのですが、こういったものについてはどういうふうに加味されていくのかということが一つありますので、答弁をお願いしたいと思います。
　　最後に、消防救急デジタルの無線電波伝搬の調査を、総務省にこれからデータ報告をするのだということで350万を組んでいるということなのですが、今回のヘルツといいますか、周波数がどう変わって、その周波数を変えるとどうなるのか、いわゆるアナログから今回また変わるとどうなるのか、何のために変えた後もどうなるかという伝搬調査をする必要があるのか、その辺について伺っておきたいと思います。
　　以上です。
〇水村義篤議長　小川庶務課長。
〇小川泰人庶務課長　まず、パソコンの関係でございます。こちらにつきましては、消防組合に指名参加を出されている業者から、リース製品の販売業者あるいはリース業者、これらにつきまして入札をする予定でございます。
　　救急業務負担金の算出でございますが、４点ほどの要素がございます。まず１点目につきましては、救急隊１隊を維持するために要する経費。これは先ほどお話ししたものでございます。次に、平均出動件数の割合。３点目に、年間救急出動件数の割合。これは、何件以上何件までは幾つとかという係数がございまして、昨年の係数では1.5でございます。25件以上50件未満のものは1.5ということであります。４点目でございますが、インターチェンジの数で積算をされているものでございます。
　　圏央道につきましては、あくまでこれは高速道路でございます、関越道は高速道路でございますが、圏央道は自動車専用道路ということでございますので、こちらの救急業務費負担金のほうの該当にはなっておりません。
　　以上でございます。
〇水村義篤議長　長谷川指令課長、答弁。
〇長谷川正夫指令課長　お答え申し上げます。
　　電波の有効利用ということだと思われますが、260メガヘルツ帯への消防救急無線については移行になります。現在の150メガ帯は、消防救急の用途だけでなく、防災や鉄道、運送、金融などの用途にも使用されておりまして、物理的に混信が避けられない場合が多くあります。消防救急分野の周波数は不足しているにもかかわらず、十分な周波数の割り当ては困難な状況にあります。デジテル化は260メガ帯に移行して実施するものでありまして、割り当て配列の再編による割り当て周波数の増加が可能となるもので、極めて有効であると考えております。
　　以上でございます。
〇水村義篤議長　よろしいですか。
　　松村議員。
〇２番（松村和子議員）　松村です。再々質疑を行います。
　　ただいまご答弁いただきました最初の債務負担行為でございますが、指名参加の業者、登録業者の中からということで、何社ぐらいを指名する予定なのかということをお伺いしておきます。
　　次に、高速道路の問題は今後とも引き続き、圏央道についてもやっぱり高速道路に準じているというふうに思いますので、努力して頑張って、いろんな会合の中で、ほかの市町村と同時に、全線開通したらやはりこれも相当な交通量になりますので、出動回数が増えると思います、今でも結構出てきましたので、その点についても努力をお願いしたいと思いますので、答弁をお願いします。
　　最後の問題なのですが、許容量、要するに範囲は増えるというのですが、では聞こえる範囲というのは、伝搬というのだから伝わる範囲の問題になっているのです、伝搬調査になっているのですよね。範囲をして何かやると、何も幾つも種類があって電波が許容量が増えるからというのだったら、この調査をしなくても許容量が増えればいいのではないかと単純に私たちは考えます。伝搬をして、聞こえる範囲を調べて、それ以上にいってはいけないということなのか、それともそこまで管内エリアに届かないと困るということなのか。ヘルツを150から260に変えたのだったら届くのではないかと思うのですけれども、まだ変える前の調査なのですよね、これ、多分。だって、まだこれから変えるのですから。そういうややこしいことをなぜやるのか、ちょっと私には理解ができないので質疑をしているのですが、その点について、やらせるのだったら総務省のほうで負担金とか補助金とかつけるのが本来であるというふうに思いますけれども、全然来ていないのかどうか。ほかのいろんな、バスなんかも鶴ヶ島市で今、運行調査やっていますけれども、総務省から補助金をたくさんいただいていますし、ほかのものもそういう総務省からいただいているものが随分あるのですよ。何でこれ来ないのだろうなというのを新井議員とともに疑問としているところなのです。ぜひ答弁をお願いします。
〇水村義篤議長　小川庶務課長。
〇小川泰人庶務課長　パソコンの関係でございますが、現在、指名業者の登録でございますが、これは２年ごとに実施しております。23年度につきましては、現在登録をしているところでございまして、把握はしておりませんが、21、22年度の実績でお話ししますと、６社から７社でございます。
　　続きまして、関越道以外の専用道路の働きかけでございますが、自動車専用道路の関係につきましても、全国消防長会あるいは関越道連絡協議会などを通じまして継続的に要望を行っているところでございますので、ご理解をいただきたいと存じます。
　　以上でございます。
〇水村義篤議長　長谷川指令課長。
〇長谷川正夫指令課長　お答え申し上げます。
　　電波につきましては、公共的な利用の電波でございますので、かなりの制限がございます。その制限については、自分の管轄は当然なことでありますが、他の地域にも余り影響を及ぼしてはいけないのであります。強過ぎれば総合通信局のほうで、例えば10ワットであれば５ワットにしなさいという観点になります。
　　次に、補助金の関係でございますが、調査のほうにはつきませんが、これからやります消防救急デジタル無線の通信機器の関係につきましては交付税が算入されることになっておりますので、ご理解を願いたいと思います。
　　以上でございます。
〇水村義篤議長　ほかに。
　　１番・新井議員。
〇１番（新井文雄議員）　１番、新井文雄です。議案第５号・「平成23年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計予算を定める件」について、３点お伺いをします。
　　まず、１点目の関係です。歳入の款７の国庫支出金の関係について、先ほど松村議員が一部、補正予算ですね、聞いておりますけれども、お伺いをします。ページでいうと款７は８ページに該当するわけですけれども、今回、組合債の下に入るわけですけれども、予定はしていないということで今年度の計上をされていません。先ほどの議案４号の22年の補正で、耐震性の貯水槽が1,047万円ほど、そして消防ポンプ車のほうが1,026万円ほどというふうに計上されております。国のほうも民主党政権にかわって１年半が経過をしているというふうに思いまして、非常に混乱をしているわけですけれども、なかなかいろいろ難しい問題もあるようですけれども、国庫補助の考え方について消防の変化が起きているのか、その辺についてまずわかる範囲でお答え願いたいというふうに思います。
　　それから、２点目です。16ページの関係で、消防費の関係の給料に関してです。職員の給料というところでちょっとお聞きをしたいのですけれども、人数の関係で193人というふうになっております。条例定数は195というふうに思うのですけれども、この辺について詳しい内容について説明を願います。
　　それから最後、３点目です。21ページの関係。坂戸市の消防施設費で、勝呂分団の第１部の関係が載っております。委託料、それから工事請負費、備品購入費等ありますけれども、勝呂分団１部の車庫詰所は、これまでの改築ではなく、改修というふうになっておりますけれども、その内容と今年度の取り組み内容についてお伺いします。
　　以上、３点。
〇水村義篤議長　小川庶務課長、答弁。
〇小川泰人庶務課長　新井議員さんの３点にわたるご質問に順次お答え申し上げます。
　　まず、国庫補助金の関係でございますが、平成23年度総務省消防庁の予算概算要求では、救急消防援助隊設備整備費補助金につきまして４億9,000万円を増額し52億4,100万円、耐震性貯水槽を対象とする消防防災施設整備費補助金につきましては21億4,300万円減額し９億2,300万円になっている状況でございます。
　　次に、職員の数でございますが、平成22年４月１日付193名で、今年度退職者が８名おりまして、消防につきましてはマンパワーが占めるところが大きい職域でございます。したがいまして、新採用を10名とし、定数の195名にいたしたいところではございますが、この採用につきましては、一定の水準を維持していく必要から、試験の結果、８名採用となり、その結果、193名となったものでございます。
　　次に、勝呂分団第１部の車庫の関係でございますが、改修の基本的な方針といたしましては、現在ある車庫を使用することとしており、それでもおさまらない場合はおさまるよう改修を行い、さらに地主さん等から明け渡しを求められるなど移設を余儀なくされた場合のみ、新築、改築でございますがこれをしてまいりました。勝呂分団第１部の車庫詰所につきましては、更新車両が現在の車庫詰所に収容可能なことから改築は行わず、消防団との協議を行いまして、部分改修を実施する計画でございます。
　　以上でございます。
〇水村義篤議長　よろしいですか。
　　１番・新井議員。
〇１番（新井文雄議員）　それでは、答弁がありましたので、再質疑をしていきたいと思います。
　　まず、１点目の国庫支出金の関係です。今年度は緊急自動車とか、それから消防ポンプ車ですか、２点、それから防火水槽ということで坂鶴２カ所というふうに、先ほどの松村議員の質疑したところの補正予算であったかというふうに思いますけれども、今年度はどのようなものが事業として対象になるのか、まず１点お伺いをします。
　　それから、耐震性の貯水槽の補助金の関係です。先ほど大幅に減少というふうに答弁があったというふうに思うのですけれども、当組合の補助金の対象は今年度はどのように考えられているのか、その辺についてお伺いします。
　　それから、２点目の職員定数の関係です。先ほどマンパワーとか水準維持というふうにあったというふうに思うのですけれども、定数が195にしたいが８名の採用というふうな答弁だったかなというふうに思うのですね。この職員採用について、応募状況についてどうだったのか、この点について１点お伺いしておきます。
　　それから、３点目の車庫詰所の改修の関係です。三芳野分団が今年度ということで３部まで全部終わるわけですけれども、坂戸市の車両の更新はほぼ一巡をしたことになるのだというふうに思うのですけれども、法規制による車両の更新はどのくらい残っているのか、また今後の取り組みについて、この辺についてお伺いします。以上。
〇水村義篤議長　小川庶務課長。
〇小川泰人庶務課長　お答え申し上げます。
　　まず、国庫補助金の関係でございますが、今年度国庫補助金が該当する事業につきましては、防火水槽新設工事の坂戸市及び鶴ヶ島市分の４基でございます。また、防火水槽の補助金の程度につきましては、平成23年度の詳しい内容は現段階ではつかんでございませんが、平成22年度の状況で申しますと、補助基準額の２分の１が補助され、１基当たり261万8,000円となり、４基合計で1,047万2,000円となります。
　　次に、職員の関係でございますが、職員採用の応募状況について、42人の応募がございまして、試験当日２名の欠席がございまして、40名が受験した状況でございます。
　　次に、坂戸市消防団の車両の更新関係でございますが、更新車両の残っている部分につきましては、平成24年度に坂戸市消防団入西分団第１部の車両が１台残っております。したがいまして、ＮＯＸ・ＰＭ法規制によるところの車両更新につきましては、ひとまず終了するものでございます。
　　以上でございます。
〇水村義篤議長　よろしいですか。
　　１番・新井議員。
〇１番（新井文雄議員）　３回目ですので、最後の質疑になります。
　　１点目の補助金の関係です。該当するのが、ことしは防火水槽のみということだったかというふうに思います。先ほど松村議員も質疑で聞いていたわけですけれども、予算案に計上していないということであります。長い間、消防のほうは補助金が予定どおり出ているということであります。私が議員になって、消防議員６年ほどお世話になっているかと思うのですけれども、ずっと出ているわけですね。そういうことで、もう一度その理由について１点お伺いしていきたいと思います。今まで検討した結果も含めてお伺いしたいと思います。
　　それから、今年度予定をしている防火水槽の関係で、坂鶴の２カ所ずつということで、その辺について、どこになるのかお伺いしておきます。
　　それから、２点目の定数の関係です。40名が受験をして８名の採用というふうに答弁ありました。途中退職の方も今年度もいるというふうに聞いているわけですけれども、193人で定数が195人に２名不足をしているわけです、今年度予算は。そういうことで、この定数について基本的にはどういうふうに考えているのか、改めてお伺いします。
　　以上、２点。
〇水村義篤議長　小川庶務課長。
〇小川泰人庶務課長　お答え申し上げます。
　　まず、国庫補助金の予算計上につきましてでございます。これにつきましては、昨年２月議会におきまして、科目設定を含めまして検討させていただきたい旨ご答弁させていただきました。その後、構成市の財政当局と協議いたしました結果、科目設定を含め不確実な予算措置は適切ではないとのご意見をいただきまして、例年同様な取り扱いをさせていただいたものでございます。
　　また、防火水槽の設置場所につきましてでございますが、坂戸市につきましては横沼と塚越地内、鶴ヶ島市につきましては五味ヶ谷と高倉地内を予定しております。
　　次に、職員の定数関係でございますが、２名減に伴う影響につきましては少なからずないわけではございませんが、これらを補うべく、職員の適正配置と資質の向上、あるいはスキルアップに努め、職員一丸となりこれに対応してまいりたいと考えておりまして、今後毎年続きます退職者の補充も含めまして定数の195名に満たすよう考えております。
　　以上でございます。
〇水村義篤議長　ほかに。
　　　　（「なし」の声）
〇水村義篤議長　質疑を終結いたします。
　　これより討論に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇水村義篤議長　討論なしと認め、討論を終結いたします。
　　これより議案第５号を採決いたします。
　　本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇水村義篤議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、本案は原案のとおり可決されました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎閉会中の事務調査について
〇水村義篤議長　次に、日程第９・閉会中の事務調査についてを議題といたします。
　　概要につきましては、お手元に配付しておきましたので、ご了承願います。
　　お諮りいたします。本件を閉会中の事務調査とすることにご異議ありませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇水村義篤議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、本案は閉会中の事務調査とすることに決定いたしました。
　　暫時休憩いたします。
　　　　休憩　午前１０時５８分
　　　　再開　午前１１時０８分
〇水村義篤議長　休憩前に引き続き会議を開きます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎一般質問
〇水村義篤議長　日程第10・一般質問を行います。
　　通告者は１人であります。
　　発言を許可します。
　　２番・松村和子議員。
　　　　（２番「松村和子議員」登壇）
〇２番（松村和子議員）　２番、松村和子。議長の許可をいただきましたので、ただいまより通告いたしました一般質問を行います。
　　最初に、消防力の整備計画についてということでお伺いいたします。阪神淡路大地震から、早くも16年目を迎えました。この大災害をきっかけにつくった総務省消防研究センターなどが地震発生直後に被害予測できるシステムの開発も行われているとのこと。これに基づいた初動態勢を組む上で重要であると思われます。また、地方自治体消防も大地震に備えて消防力の強化を図ってきたところです。しかし、複雑化する状況の中で、まだ整備は十分とは言えません。先般実施されました応急手当て講習会の際にも、100％指針を充足させているはずの救急車の不足する事態にもなりかねない状況を感じました。隊員の皆さんのきびきびした責任感あふれた行動に、市民として大変安心感も覚えました。同時に、消防力の強化を図る必要を感じます。そこでお伺いいたします。
　　（１）、消防力の現状、任務での問題点について。
　　（２）、大地震等の被害予想と初動態勢の確立について。
　　（３）、今後の消防力整備計画について。
　　２つ目の大きな質問は、住宅用火災警報器設置についてです。平成17年の火災予防条例の改正により、設置が義務づけられた火災警報器の今後の設置についてお尋ねいたします。
　　（１）として、火災警報器の今後の設置について。
　　（２）、高齢者、障害者家庭に対する設置補助について。
　　（３）、不況の中、地元業者に仕事を回せるよう小規模工事登録制度を活用することについてです。
　　次に、３つ目の質問ですが、消防の広域化をやめていただきたいということで質問いたします。
　　（１）、国、県の広域化に対する動きについて。
　　（２）、日本の消防は自治体を基礎とした地域に根づいた自治体消防です。市民、職員にとって問題の多い消防の広域化はやめるよう要請することについてお尋ねいたします。
　　以上が私の一般質問でございます。よろしくご答弁をお願いします。
　　　　（２番「松村和子議員」降壇）
〇水村義篤議長　石井消防長、答弁。
　　　　（石井利幸消防長登壇）
〇石井利幸消防長　松村議員さんからの３項目８点にわたりますご質問に順次お答えいたします。
　　はじめに、消防力の整備計画についてのご質問の消防力の現状、任務での問題点についてでございますが、平成21年版消防統計による当消防組合の消防力の充足率で100％に満たないものといたしまして、署所数が80％、指揮車及び救助工作車が50％、ポンプ車が70％、消防水利が78％というそれぞれの状況でございます。これらの充足率が不足するものへの対応といたしまして、署所数につきましては、管内の道路交通網の整備が進み、災害現場への出場経路の選択肢が増え、現場到着時間の短縮が図られていることから、これに対応できるものと考えております。指揮車につきましては、坂戸消防署、鶴ヶ島消防署へそれぞれ１台配備してありますが、指揮隊としては、坂戸消防署に配置した指揮隊が管轄内を統括しております。また、鶴ヶ島消防署の指揮車は、署長、副署長が勤務しているときは災害出場し、充足率の不足を補っております。救助工作車につきましては、坂戸消防署へ１台配備し、全管内を担当しております。鶴ヶ島消防署において担当しておりますが、鶴ヶ島消防署管内において発生した救助事故に備え、平成21年度に更新配備しました鶴ヶ島１号車に簡易救助用資機材を積載し、充足率の不足を補っております。ポンプ車につきましては、非常用消防自動車として鶴ヶ島消防署へ配備しております予備車を緊急時の対応として、平日は日勤者が、それ以外は非常招集された職員が運用する態勢でこの充足率の不足を補っております。消防水利につきましては、毎年度計画的に耐震性貯水槽を建設するとともに、災害場所に大型の水槽車を出場させ、動く貯水槽として活用することでこの充足率の不足を補っております。
　　いずれにいたしましても、消防力の整備指針に基づきました消防体制が望ましいところではございますが、職員個々の災害対応能力の向上を図りつつ、適材適所に配置することにより、限られた人員と資機材を最大限に活用し最大の効果を上げるべく、今後におきましても研究、努力してまいりたいと考えております。
　　続きまして、大地震等の被害予想とその初動態勢の確立についてでございますが、国の中央防災会議では、切迫性の高い地震として東京・埼玉県境下を震源とした地震発生を指摘しております。この地震が発生した場合の坂戸市、鶴ヶ島市の防災計画によりますと、震度６弱で冬の18時に発生した被害想定では、木造住宅で全壊、半壊の建物が279棟、炎上火災の発生が２件、重傷者が59名発生するという予測が立てられております。当組合の初動態勢につきましては、両市に設置される災害対策本部と連携を図るとともに、震度５以上の揺れを観測した場合には、地震警防計画により非常態勢とし、全職員を招集するとともに、消防団とも連携し、災害対応を行うこととなっております。また、想定を超える被害が発生した場合は、相互応援協定に基づき、近隣消防本部及び埼玉県下の消防本部、さらには緊急消防援助隊埼玉県受援計画に基づく応援等、その被害状況に応じた出場応援要請を行い、対応することとなります。今後におきましても、各種の災害発生を想定し、実践的な訓練等に努めてまいりたいと考えております。
　　続きまして、今後の消防力の整備計画についてでございますが、当消防組合といたしましては、今後におきましても防火水槽を計画的に設置するとともに、車両整備計画により消防車両の整備、更新配備に努め、消防力の維持、強化を推進してまいりたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと存じます。
　　続きまして、住宅用火災警報器の設置に関するご質問の中の住宅用火災警報器の今後の設置についてでございますが、昨年11月議会の際にもご答弁申し上げましたように、昨年６月時におけるアンケート調査によると、63.8％の設置率でございました。その後におきましても、未設置の方々にご理解をいただけるよう種々活動を展開し今日に至っておるわけでございますが、まだすべての家庭に設置されてはいないと考えられますので、引き続きあらゆる機会をとらえまして積極的なＰＲ活動を推進してまいりたいと考えております。
　　次に、高齢者、障害者家庭に対する設置補助についてでございますが、以前から議会でもたびたびお答えしておりますように、それぞれが置かれております立場は理解できるところではございますが、あくまで自己の責任において設置していただくことと考えております。しかしながら、昨年６月以降、財団法人消防試験研究センター埼玉県支部及び社団法人全国消防機器協会から合計で300個の住宅用火災警報器が無償供与されましたので、ひとり暮らし高齢者、寝たきり高齢者の防火指導の際、まだ設置されていない世帯で希望されるお宅に設置をしていただくよう事務を進めておるところでございます。これによりまして、現在私どもで把握しております管内のひとり暮らし高齢者、寝たきり高齢者宅には相当な高率で設置されるものと思われますが、引き続きこのような機会があれば積極的に活用してまいりたいと考えております。
　　次に、不況の中、地元業者に仕事を回せるよう小規模工事登録制度を活用することについてでございますが、構成両市では本制度を実施しておることは承知しておりますが、当組合でも工事を実施する際には参考にさせていただきたいと考えております。
　　最後に、消防広域化に関する２点のご質問の中の国、県の広域化に対する動きについてでございますが、昨年の11月議会定例会以降におきましても、消防の広域化に関する新たな動きがあるような情報は把握しておりません。
　　次に、市民、職員にとって問題の多い消防広域化はやめるよう要請することについてでございますが、消防の広域化につきましては、平成18年６月14日に消防組織法の一部を改正する法律が公布、施行されたところであり、その際、国会審議において決議をされたものでございます。これを受けまして、総務省消防庁は平成18年７月12日、附帯決議の内容を盛り込んだ町村の消防の広域化に関する基本指針を策定、さらには各都道府県による消防広域化推進計画の作成となったものでございます。私どもといたしましては、これら国の基本指針及び県の埼玉県消防広域化推進計画に基づき、広域化対象市町村の枠の中で課題の抽出及び検討をすべく勉強会等を行っていたところではございますが、当組合の属する第３ブロックにつきましては、平成22年１月22日に第３回の勉強会を行った以降、進展がない状況でございます。また、変化がございましたら、議員の皆さんへご報告したいと考えております。
　　以上でございます。
　　　　（「ポンプ車……」の声）
〇石井利幸消防長　先ほどポンプ車が75％と申し上げましたが……
　　　　（「70％と言ったんだけど75なんだよ。もうこれ見ているから」の声）
〇石井利幸消防長　75％ということでございますので、訂正させていただきます。失礼しました。
〇水村義篤議長　よろしいですか。
　　松村議員。
〇２番（松村和子議員）　細かいご答弁いただきまして、ありがとうございました。再質問を行います。
　　ただいま答弁いただいた一番最初の消防力の問題でございますけれども、消防力の現状と任務での問題点ということで、現状の消防力の整備指針との比較につきましては、21年度統計版でも出ておりまして、このとおり今配備されているというのはわかりますが、一つは、この間行って私も感じたのですけれども、あらゆる救急車が出動して、講師の方まで出場せざるを得なくなる寸前というところまで、救急隊が忙しいのだなというのを感じたわけです。
　　なぜそれを感じたかといいますと、救急出場の内容を見てみますと、やはり我々の年代、60代から80代が物すごい、統計としては搬送状況がやけに多いのですね。ほかの若いほうは100から200ですけれども、この年代になってきますと400からを超えていくということで、搬送状況が高齢化が進むと増えるということで、単純に今までの消防力について人口だけでは、もちろんやってはいないと思いますが、割り切れない、きちっと指針が出るという内容でもないのではないかなというふうに思います。そうした両市とも同じように人口急増地帯で、一挙に高齢化が進んでいるわけですから、あと10年もたつと相当な高齢化になるし、今、団塊の世代が退職を迎えておりますけれども、60代に突入ということで、そうした状況はどういうふうに反映されているのかなというのを疑問に感じたのです。ぜひ救急車については、それこそ心肺蘇生などをやってみますとなかなか私どもには難しい内容を本当に頑張ってやっているのだなというのが良くわかりましたけれども、そういう１分１秒を要する救急隊が不足するということであってはならないというふうに思いますので、この点について現場で感じる点、私は一度きり感じなかったのですけれども、現場の隊員の方とかやっている方は結構感じているのではないかというのがあったのでこの点を質問したわけなので、こういった状況は日常的に年何回ぐらいあるのかということについてもご答弁をいただいておきたいというふうに思います。これは救急だけで結構です。
　　あとは大地震の被害予想と初動態勢の確立の問題なのですが、この点について、阪神・淡路大震災では全く予想がつかめなかったと。テレビではどんどん煙が上がって燃えているのはわかるのだけれども、本当に全国的な消防の体制がとれなかった。そういう時代から反省して今、一般質問の当初述べましたように、総務省の消防研究センターで瞬時に大体被害がわかると、どこに被害が集中しているとかわかるようになりました。その総務省とのいざというときの連携と初動態勢の、市町村で市の職員とそれから連携とってというのはわかるのですが、総務省とのこういった被害状況、どういうふうに密着的に連絡網がとれているのかというのも少し今回気になったので、その点についてをお尋ねしているので、市町村との連携はわかりましたけれども、総務省とのこういったキャッチですね、初動態勢、どういうふうになっているのかを伺っておきたいと思います。
　　今後の消防力の整備指針なのですが、本来でしたら人口の予測、あるいはさっき言いました高齢化の予測を全部見積もりながら、消防のすべての計画をつくってあるのではないかというふうに思ったのですが、せめて整備指針をどういうふうに充足させていくのかということの、今補充しているということですけれども、補充で済んでいるというのはもうこれは十分と言えないわけですよ。だからそこの点で、市民の暮らしと安全を守るということは最重要課題の組合でありますので、この点についてはどういう目標を持って計画を立てるのかということについてお尋ねしておりますので、この整備計画をもう一度ご答弁お願いしたいと思います。
　　次の２番目の住宅用火災警報器の設置の問題でございますが、これにつきましては、今回の統計などを見ましても、お年寄りのところを回って懇談したりしてやっているというのはわかりますけれども、新聞報道を見ても、お金がなくてつけられないというのが第一番なのですよね。今、生活が大変になってきていまして、所得の低い方たちがどんどん増えておりまして、本当に市の税務統計見てみましても、ああこういう状況になったのだなということをつくづく感じる昨今なので、ぜひこういった支給される、今答弁がありました、いろんなところから無償で提供してくれるというところもありますけれども、そういったことを除けば、もう何人でもなくなってくると思うのですね、1,000人ぐらいだったと思いますので、あとは所得で切ってもいいと思うのですね、このぐらい以下の所得の方でひとり暮らしの方とか、そういう限定をつけてでも高齢者に対する補助、障害者に対する補助を設けて……なかなかお年寄りはつけるというのが大変そうに見えて、業者を頼んだりするのが面倒なのですよ。だから、そういうお世話までしてきちっとやっていくということが、今回義務づけられているのですから、義務づけた以上はそれなりの対策をとってもらいたいというふうに思いますので、高齢者、障害者家庭に対する設置の補助をつけても残りの分をやってもらいたいと。なぜならば、100％を当初から目指しているのですから、100％を１年間でつけるということで目標を持ったわけですから、その目標達成のためには何をすればいいかということをぜひ考えてもらいたいと思います。それに付随して、両市でやっている小規模工事登録制度で少しでも地元業者の営業が潤えばいいのではないかというふうに思いますので、この点は先ほどの答弁で結構ですので、ぜひ補助とかつける際にはそういった方向での努力をお願いしたいというふうに思います。
　　３つ目の消防の広域化の問題なのですが、これは市町村合併でもうひどく疲弊してきている、あるいはいろんなものが崩壊しているのですよね。支所とか分署になったところは閑古鳥が鳴くようで、私たちも先進地視察に行ってまいりましたけれども、もう前の市役所が本当に人も来ないというような状態で使われないというのはかえって施設の無駄遣いで、遠くなってしまって市民は行けないという状況が起きて、市町村合併がいかに問題が多かったかというのと、もっともっとこれは深刻なものだと思うのです。
　　国、県の広域化に対する動きというのはないということでいいのですけれども、このちゃんとした書類を見ますと、広域化推進計画以上のいろんな書類を見させてもらうと、こういう計画になっているのにできていないということは、各市町村でやっぱりいろいろ問題があるのだというふうに私は掌握しまして、一面では良かったなというふうに喜んでいるわけなのですが、いつこのままの計画が出てくるか、それが非常に問題になるなというふうに思いますが、前も私、申し上げておりますけれども、総務省の答弁では、広域化に参加しなくてもペナルティーは設けない、各市町村の自主性を尊重するということが国会で答弁されているわけです。ですから、市町村合併もそうだったように、消防が幾ら広域だからといって急激に、あっという間に広域化していくということは絶対にやめるべきではないかと思うのです。市町村合併でも住民投票などをやって賛成か反対かということをやってきたわけですので、こういう一挙に広域化をするということは非常に市民にとっては問題だと思うので、やめてもらいたいのです。
　　なぜかというと、職員の方も、この坂戸・鶴ヶ島管内は良くわかっているけれども、ほかの所沢とか富士見とか、小川町からときがわ、東秩父含めて、ざっと見てみると和光、新座までですよね、こんな広い範囲を飛ばされるのですよね、飛ばされるというのは異動、異動があるからいいのだと総務省は言っていますけれども、異動して覚えるのが大変でノイローゼにならないかなというふうに思うぐらい広い範囲です。職員の健康管理、あるいは地域をきちっと承知している職員がいなくなるということでの問題と、自衛消防も切り離されるという面から見ると、リストラも含めまして、やはり広域化は良くないということで、ぜひ見直しというか、これを見直しても廃止していく方向でぜひ意見を上げてもらいたいというふうに、先ほどはそうは言っていませんけれども、私は思いますので、答弁をよろしくお願いします。
　　以上です。
〇水村義篤議長　石井消防長、答弁。
〇石井利幸消防長　お答え申し上げます。
　　最初に、救急車がすべて出場いたしまして、さらに救急要請があった場合の対応というようなことだと思われますけれども、この場合には、近くの消防車両を先に出場させまして傷病者に応急処置を施し、後着の救急隊に引き継ぐことで対応しております。
　　これらの事案でありますが、過去３年間で15件ほどございました。また、平成21年中の搬送状況を見ますと、全搬送者が5,071人中2,661人、約53％が軽傷の方でございます。傷病の程度をもって一概に論ずるということではございませんが、救急車の適切な利用についてさらに市民に理解を深めるようにいたしたいと考えております。
　　また、高齢者の関係につきましては、65歳以上の高齢者からの救急要請は、その人口増加とともに、当管内はもとより、全国的にも増加する傾向にございます。当組合の過去３年間の搬送状況を見ましても、全体の４割を超え、さらに増加傾向にあります。このことから、先ほどの答弁とも重複いたしますけれども、救急車の適切な利用について、各自主防災組織が開催する消防訓練や救急講習会において訴えていくほか、県や消防、両市の担当部課と連絡を図りながら対応してまいりたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと存じます。
　　また、大規模な災害が発生した場合の対応でございますけれども、私どもが直接総務省とやりとりするというようなことはございませんで、構成市であるとか県であるとかを通じたものということになります。
　　続きまして、高齢者への住宅用火災警報器の関係でございますが、昨年秋の火災予防運動のときに防火指導対象世帯は1,106世帯ございました。このうち住宅用火災警報器が設置済みのお宅が568世帯、未設置のお宅が328世帯、不明が210世帯となっております。先ほどの答弁にもございましたように、合計で300個の住宅用火災警報器を配布いたしますので、不明を除いた現時点での未設置世帯の大多数には設置されるものと考えております。
　　次に、補助等についての関係でございますが、補助等につきましては、他の自治体等では補助制度あるいは現物を支給する制度等を設けている自治体もあることは承知をしております。この件につきましては、引き続き両市の担当と連携を密にし研究してまいりたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと存じます。
　　次に、ご答弁が前後して申しわけないのですけれども、車両の整備の関係でございますが、現在非常に厳しい財政状況の中ではございますけれども、今後におきましても構成両市と協議をしながら、引き続き消防力の充実強化に努めてまいりたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと存じます。
　　以上でございます。
　　　　（「広域化」の声）
〇石井利幸消防長　失礼しました。広域化の関係でございますけれども、これにつきましては、先ほどもお答え申し上げましたように、勉強会も今進展していない状態でございます。したがいまして、まだ協議もこれから進むと思いますけれども、その際には広域消防運営計画、これらを策定することとなります。したがいまして、これらを策定する段階でいろいろ議論が出ることと思いますので、ご指摘いただいたことなどを反映できればと考えております。ご理解いただきたいと存じます。
　　以上でございます。
〇水村義篤議長　よろしいですか。
　　２番・松村議員。
〇２番（松村和子議員）　松村です。再々質問を行います。
　　答弁いただきましたけれども、やはり救急車は年々、利用する市民の方の問題もあるようには思いますけれども、それでも消防車両を優先してやらなければならないのが３年で15件ということでしたので、今後この件数が増えかねない状態があるというふうに私も見るわけです。財政的には確かに大変ということですけれども、ほかのほうに使わないでこうした命を守るほうの充足をしていくというのが大事ではないかと思いますので、消防力の強化の一点の中で消防を充足している救急車も考えていく必要があるのではないかというふうに思います。それも兼ねて、市でも基本計画を立てます。こういったいろんなものでも事業を行う際は計画を立てていくわけで、もう一定のところまできておりますので、今後の整備計画というのを、充足を強化するように努力しますというのはわかるのだけれども、充足を努力する目標の整備計画を立てていくということはできないのでしょうか。それをつくって、整備計画指針を持って、財政的にも年間どのぐらいの支出をしながらこれを整備していくのだというふうな方針を持ってもらいたいと思うのですが、いかがでしょうか。そこを答弁お願いします。
　　次に、住宅用火災警報器なのですが、計算してみますと、本当に微々たるものですよね。もうつけられる人はつけてしまっているということで、さっきの300個を入れると、もう残りわずかということで、いろいろ事情があってつけられない人、怠けている人も中にはいらっしゃるかもしれませんけれども、事情がある方については、自己責任と言わないで、こうした高齢者、障害者世帯だけでも100％になったと言えるような、安心できるような体制を組んでもらいたいというふうに思いますが、その点について答弁をお願いしたいと思います。
　　消防の広域化問題でございますけれども、今後の展開というのは今のところ見通せない、国政でもっともっと違った問題でもめていますので、消防のほうまで手が回らないのかどうなのか私も良くわかりませんけれども、消防の広域化というのは本当に問題なので、こういう時期こそ私はいろんな問題を含む消防の広域化をぜひ反対に、もうこれはしないと、市町村合併ではないですけれども、もうこれはやらないと、抜けたからといって先ほど言いましたようにペナルティーはないということなので、ぜひ率先して声を上げて、もういいと、これやめようというふうにお願いしたいと思いますので、答弁をよろしくお願いします。
　　以上です。
〇水村義篤議長　石井消防長、答弁。
〇石井利幸消防長　まず、救急の問題でございますけれども、先ほども申し上げましたように、全搬送中の５割以上が軽傷の方ということでございます。このような方には、適切な救急車の利用、これらを訴えかけていけば、そういうような事態は防げるものかなというふうに今考えております。したがいまして、これから我々は、救急車の適切な利用、これをぜひ訴えていきたいと考えております。
　　次に、住宅用火災警報器の関係でございますけれども、先ほども申し上げましたように、現時点におきまして補助制度を設けることは非常に難しいわけでございますが、今後とも構成両市と情報交換を含め連携をとってまいりたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと存じます。
　　広域化の関係でございますが、先ほども申し上げましたように広域消防運営計画、これなるものを策定する段階でさまざまな議論がされることと思います。これらにまだ参加していない状態でございますので、これらを見てそれらに対応していきたいと考えております。
　　以上でございます。
〇水村義篤議長　以上で一般質問を終了いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎閉議の宣告
〇水村義篤議長　以上をもちまして、今期定例会の議事はすべて終了いたしました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議長のあいさつ
　　　　（水村義篤議長起立）
〇水村義篤議長　閉会に当たり、一言ごあいさつを申し上げます。
　　議員皆様のご理解とご協力を賜り、閉会の運びになりましたことに深く感謝を申し上げる次第であります。
　　立春も過ぎ、梅の開花の便りも聞こえてまいりましたが、まだまだ余寒の続く折でもございます。議員各位にはくれぐれもご自愛をいただくとともに、今後とも地域の進展と消防行政推進のため、なお一層のご尽力を賜りますようにお願いを申し上げまして、閉会のごあいさつといたします。
　　ありがとうございました。
　　　　（水村義篤議長着席）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎管理者のあいさつ
〇水村義篤議長　伊利管理者からあいさつのため発言を求められておりますので、これを許します。
　　伊利管理者。
　　　　（伊利　仁管理者登壇）
〇伊利　仁管理者　議長からお許しをいただきましたので、閉会に当たりまして御礼のごあいさつを申し上げます。
　　議員の皆様方におかれましては大変ご多用の中、平成23年２月第１回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会に全員の方のご出席を賜りまして、「平成23年度坂戸・鶴ヶ島消防組合一般会計予算を定める件」をはじめといたしまして、提出議案５件につきまして慎重ご審議の上、いずれも原案どおりの承認並びに可決のご議決をいただきまして、厚く感謝を申し上げる次第であります。
　　それでは、11月議会定例会以降の各種事業及び火災等の概要につきましてご報告を申し上げます。
　　はじめに、各種事業についてでありますが、１月９日には、千代田公園を会場に「平成23年消防出初め式」を挙行いたしました。埼玉県知事及び議員各位をはじめ、消防職・団員及び関係11団体の参加者並びに一般市民の見学者を含め、総勢約1,400人の出初め式となり、大きな成果を上げることができました。
　　また、１月28日には、議員各位にもご臨席をいただき、石井水処理センターにおきまして、大規模災害の発生に備え、関係機関相互の連携強化を図る目的で、埼玉県特別機動援助隊合同訓練が実施をされました。
　　次に、火災件数でありますが、昨年１月から12月までの１年間の総数は60件で、前年と比較いたしますと１件の減となっております。このうち建物火災は35件で、前年と比較いたしますと５件の増となっております。なお、本年１月は９件で、前年と同数となっております。
　　次に、救急出場件数でありますが、昨年１年間の総数は6,225件で、前年と比較いたしますと641件の増となりました。これを月平均にいたしますと518.8件、また１日平均では17.1件となります。また、本年１月は540件で、前年比４件の増となっております。本年も大きな災害がないことを望むものでありますが、昨年の総務省消防庁の統計によりますと、夏の猛暑による熱中症の死者は170人に達し、５万4,000人以上が医療機関に搬送されたようであります。また、国外におきましては、昨年11月に北朝鮮による延坪島砲撃により、朝鮮半島の緊張がいまだ続いておることは、アジアにおける隣国といたしまして憂慮にたえないところであります。
　　私どもは、このように火災をはじめとする災害態様も複雑多様化の傾向にあることから、今後におきましても、各種災害から市民の生命、身体、財産を守っていくために万全を期してまいる所存でありますので、議員各位には変わらざるご支援、ご指導を賜りますようにお願いを申し上げる次第であります。
　　ここに、議員皆様方のご理解とご協力をいただき、滞りなく本日の定例会が終了できましたことに対しまして、衷心より御礼を申し上げます。
　　なお、鶴ヶ島市議会におきましては改選期を迎えております。今日まで消防行政にお寄せいただきましたご指導とご功績に深甚なる敬意と感謝を申し上げます。また、引き続き立候補を予定されている議員皆様には、心からご健闘をお祈りを申し上げる次第であります。
　　立春も過ぎ、三寒四温と春めいてまいりますが、季節の変わり目でございますので、議員各位におかれましては健康には十分ご留意されますよう、そしてまたますますのご活躍をお祈り申し上げまして、御礼のごあいさつといたします。
　　ありがとうございました。
　　　　（伊利　仁管理者降壇）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎閉会の宣告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（午前１１時４６分）
〇水村義篤議長　これをもちまして、平成23年２月第１回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会の議事を閉じ、閉会といたします。
